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地
域
と
と
も
に
発
展
し
た
二
つ
の
鉄
道

群
馬
県
に
は
三
つ
の
中
小
地
方
鉄
道
が
あ

る
。
上
信
電
鉄
、
上
毛
電
気
鉄
道
（
上
毛
電

鉄
）、
旧
国
鉄
足
尾
線
で
第
三
セ
ク
タ
ー
と

し
て
昭
和
63
年
に
設
立
さ
れ
た
わ
た
ら
せ
渓

谷
鐵
道
の
３
社
で
あ
る
。
い
ず
れ
も
「
公
」

に
よ
る
経
営
支
援
が
行
わ
れ
て
お
り
、
上
信

電
鉄
、
上
毛
電
鉄
に
は
そ
の
維
持
・
再
生
に

向
け
て
「
群
馬
型
上
下
分
離
」
方
式
に
よ
る

公
的
支
援
が
導
入
さ
れ
て
い
る
。

上
信
電
鉄
は
明
治
28
年
に
設
立
（
設
立
当

時
は
上こ

う
づ
け野
鉄
道
）、
明
治
30
年
に
旧
国
鉄
と

接
続
す
る
高
崎
駅
か
ら
下
仁
田
駅
ま
で
全

33
・
７
㎞
が
開
業
し
た
。
現
存
す
る
日
本
の

地
方
民
鉄
で
は
、
伊
予
鉄
道
に
次
い
で
２
番

目
に
早
い
開
業
と
な
る
。
生
糸
や
材
木
、
こ

ん
に
ゃ
く
な
ど
の
産
出
品
を
運
ぶ
た
め
に
計

画
さ
れ
た
路
線
で
、
貨
客
混
載
で
運
行
さ
れ

た
。
大
正
13
年
に
は
早
く
も
全
線
を
電
化
し

て
輸
送
力
増
強
を
果
た
し
、
県
西
地
域
の
産

業
発
展
を
牽
引
し
た
歴
史
を
持
っ
て
い
る
。

上
毛
電
鉄
は
大
正
15
年
に
設
立
、
昭
和
３

年
に
中
央
前
橋
駅

－

西
桐
生
駅
25
・
４
㎞
が

開
業
し
た
。
鉄
道
が
な
か
っ
た
赤
城
南
麓
地

域
に
と
っ
て
は
待
望
の
開
業
で
あ
り
、
昭
和

7
年
に
は
東
武
鉄
道
桐
生
線
が
延
伸
し
て
新

大
間
々
（
現
・
赤
城
）
に
接
続
、
東
武
鉄
道

経
由
で
東
京
と
つ
な
が
っ
た
。

両
社
と
も
戦
後
の
混
乱
期
を
除
き
、
地
域

の
発
展
と
と
も
に
輸
送
人
員
は
増
加
傾
向
で

推
移
し
て
い
っ
た
。
し
か
し
、
昭
和
40
年
代

に
入
る
と
、
モ
ー
タ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
の
進
展

や
少
子
化
、
地
場
産
業
の
衰
退
な
ど
鉄
道
を

取
り
巻
く
環
境
が
急
速
に
悪
化
し
、
上
毛
電

鉄
は
昭
和
40
年
度
の
９
５
８
万
人
を
ピ
ー
ク

に
、
上
信
電
鉄
は
昭
和
41
年
の
８
１
７
万
人

を
ピ
ー
ク
に
、
減
少
に
転
じ
て
い
っ
た
。

「
群
馬
型
上
下
分
離
」
方
式
の
公
的
支
援

利
用
者
の
減
少
に
伴
い
、
昭
和
49
年
度
以

降
、
経
常
損
失
が
恒
常
化
し
た
上
毛
電
鉄

は
、
昭
和
51
年
度
よ
り
国
と
県
か
ら
「
鉄
道

軌
道
欠
損
補
助
」
を
受
け
、
安
定
し
た
運
営

と
必
要
な
施
設
改
善
を
行
っ
て
き
た
。

し
か
し
平
成
７
年
度
に
、
国
に
よ
る
欠
損

補
助
を
平
成
９
年
度
を
期
限
に
廃
止
す
る
こ

と
が
示
さ
れ
、
上
毛
電
鉄
は
廃
線
の
危
機
に

さ
ら
さ
れ
た
。

安
全
輸
送
を
維
持
す
る
上
で
、
上
毛
電
鉄

の
事
業
費
削
減
に
向
け
た
取
り
組
み
は
す
で

に
限
界
に
達
し
て
い
た
。
一
方
で
、
減
少
し

た
と
は
い
え
、
通
学
生
を
中
心
に
年
間

３
１
７
万
人
（
当
時
）
の
利
用
が
あ
り
、
バ

ス
輸
送
で
代
替
は
で
き
な
い
。
存
続
を
願
う

機
運
も
高
ま
り
、
県
と
沿
線
市
町
村
、
関
連

事
業
者
は
「
上
毛
線
再
生
等
検
討
協
議
会

（
現
・
上
毛
線
再
生
協
議
会
）」
を
組
織
し
、

お
よ
そ
２
年
の
歳
月
を
か
け
、
欠
損
補
助
に

代
わ
る
支
援
に
つ
い
て
検
討
を
重
ね
た
。
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群馬県県土整備部交通政策課
補佐（鉄道振興係長）

萩原則夫
Norio HAGIWARA

特集：「群馬型上下分離」―20年の軌跡と展望
［上信電鉄・上毛電気鉄道の経営努力と地域の支援］

文◉茶木　環／撮影◉織本知之

鉄道を道路と同じ「社会資本」とみなし、
その維持・管理については「公」が負担する――
モータリゼーションの急速な進展で輸送人員が大きく落ち込み、
経営困難に陥った上毛電気鉄道に、
平成 10 年、「群馬型上下分離」方式による公的支援制度が導入された。
同制度は翌 11 年に上信電鉄にも適用され、両社の鉄道存続を支えている。
制度誕生からおよそ 20 年が経過して、

「群馬型上下分離」方式の導入経緯をあらためて振り返るとともに、
鉄道を維持していくための公的支援と施策について、
群馬県県土整備部交通政策課にお話を伺った。

公的支援の嚆矢―
 「群馬型上下分離」による
鉄道維持の取り組み

REPORT.Ⅰ
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そ
し
て
平
成
10
年
、
全
国
に
先
駆
け
、
施

設
整
備
お
よ
び
維
持
に
要
す
る
経
費
を
公
費

で
負
担
す
る
「
群
馬
型
上
下
分
離
」
方
式
に

よ
る
公
的
支
援
が
上
毛
電
鉄
に
導
入
さ
れ
る

こ
と
が
決
ま
っ
た
。
こ
の
支
援
制
度
に
つ
い

て
、
当
時
の
県
議
会
に
お
い
て
小
寺
弘
之
知

事
は
「
鉄
道
基
盤
は
社
会
資
本
の
一
つ
で
あ

る
と
い
う
観
点
に
立
っ
て
導
入
す
る
」
と
述

べ
て
い
る
。

地
方
鉄
道
の
維
持
存
続
支
援
策
の
一
つ

に
、
鉄
道
基
盤
の
保
有
・
管
理
主
体
（
下
）

と
列
車
の
運
行
主
体
（
上
）
を
分
離
す
る
上

下
分
離
が
あ
る
が
、
一
般
的
な
上
下
分
離
は

下
を
公
的
主
体
が
担
い
、
鉄
道
事
業
者
は
輸

送
事
業
に
専
念
す
る
。
こ
れ
に
対
し
、
群
馬

型
上
下
分
離
は
、
上
下
の
主
体
は
一
体
の
ま

ま
で
下
に
関
わ
る
経
費
の
み
を
自
治
体
が
公

的
支
援
す
る
、
い
わ
ば
費
用
負
担
に
お
け
る

上
下
分
離
と
な
っ
て
い
る
。

「
下
」
に
関
わ
る
具
体
的
な
公
的
支
援
は

「
近
代
化
設
備
整
備
費
補
助
」
と
「
鉄
道
基

盤
設
備
維
持
費
補
助
」、
そ
れ
に
「
固
定
資

産
税
等
相
当
額
補
助
」
の
三
つ
。
近
代
化
設

備
整
備
費
補
助
は
、
国
庫
補
助
対
象
設
備
の

う
ち
安
全
対
策
設
備
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま
で

国
・
県
・
鉄
道
事
業
者
が
３
分
の
１
ず
つ
負

担
し
て
い
た
仕
組
み
を
、
鉄
道
事
業
者
負
担

分
を
市
町
村
が
全
額
肩
代
わ
り
し
、
一
般
設

備
に
つ
い
て
は
鉄
道
事
業
者
が
５
分
の
３
負

担
し
て
き
た
も
の
を
県
・
市
町
村
が
全
額
肩

代
わ
り
す
る
。
国
庫
補
助
対
象
外
設
備
に
つ

い
て
も
、
事
業
者
負
担
な
し
と
な
っ
た
。

な
お
、
近
代
化
補
助
制
度
は
、
平
成
20
年

度
に
「
鉄
道
軌
道
輸
送
高
度
化
事
業
費
補

助
」
に
改
組
さ
れ
、
平
成
21
年
度
秋
の
行
政

刷
新
会
議
で
事
業
仕
分
け
さ
れ
た
結
果
、
補

助
対
象
設
備
を
安
全
対
策
に
特
化
す
る
な
ど

の
整
理
が
行
わ
れ
、「
鉄
道
軌
道
輸
送
対
策

事
業
費
補
助
」
に
変
更
さ
れ
た
。
現
在
で

は
、「
鉄
道
施
設
総
合
安
全
対
策
事
業
」
お

よ
び
「
地
域
公
共
交
通
確
保
維
持
改
善
事

業
」
の
枠
組
み
の
中
で
、「
鉄
道
軌
道
安
全

輸
送
設
備
等
整
備
事
業
」
と
し
て
、
レ
ー

ル
、
枕
木
、
落
石
等
防
護
設
備
、
Ａ
Ｔ
Ｓ
、

車
両
な
ど
が
補
助
対
象
設
備
と
さ
れ
て
い

る
。ま

た
、
鉄
道
基
盤
設
備
維
持
費
補
助
は
群

馬
型
上
下
分
離
独
自
の
補
助
制
度
で
あ
り
、

イ
ン
フ
ラ
部
分
を
社
会
資
本
と
み
な
し
、「
線

路
保
存
費
」「
電
路
保
存
費
」「
車
両
保
存

費
」
を
県
と
市
町
村
が
補
助
。
固
定
資
産
税

等
相
当
額
補
助
も
イ
ン
フ
ラ
部
分
を
社
会
資

本
と
み
な
し
、
市
町
村
が
全
額
負
担
す
る
。

上
毛
電
鉄
は
、
平
成
10
年
度
を
初
年
度
と

す
る
５
カ
年
の
第
1
期
経
営
再
建
計
画
を
策

定
、
同
計
画
に
基
づ
き
、
上
毛
線
再
生
等
検

討
協
議
会
は
「
上
毛
線
再
生
基
本
方
針
」
を

定
め
て
公
的
支
援
を
開
始
し
た
。

一
方
、
上
信
越
自
動
車
道
が
開
通
し
た
平

成
５
年
度
以
降
、
利
用
者
が
激
減
し
た
上
信

電
鉄
に
対
し
て
は
、
平
成
10
年
に
「
上
信
電
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鉄
沿
線
市
町
村
連
絡
協
議
会
」
が
組
織
さ

れ
、
翌
11
年
度
か
ら
、「
群
馬
型
上
下
分
離
」

方
式
に
よ
る
公
的
支
援
が
適
用
さ
れ
て
い

る
。

制
度
上
に
お
け
る
そ
れ
ぞ
れ
の
課
題

「
群
馬
型
上
下
分
離
」
方
式
に
お
け
る
メ

リ
ッ
ト
は
、
鉄
道
設
備
の
近
代
化
や
輸
送
環

境
の
整
備
に
要
す
る
費
用
が
支
援
さ
れ
、
事

業
者
は
鉄
道
の
安
全
運
行
と
経
営
の
改
善
に

全
力
で
取
り
組
め
る
こ
と
に
あ
る
。

経
営
再
建
計
画
は
そ
れ
ぞ
れ
５
年
ご
と
に

作
成
す
る
が
、
鉄
道
基
盤
設
備
維
持
費
補
助

に
つ
い
て
は
、
上
毛
電
鉄
は
前
年
度
実
績
、

上
信
電
鉄
は
（
現
在
は
）
当
該
年
度
実
績
に

基
づ
き
補
助
金
額
が
算
定
さ
れ
る
。
ま
た
、

上
信
電
鉄
は
第
１
期
経
営
再
建
計
画
を
10
カ

年
で
作
成
し
、
第
２
期
か
ら
５
年
ご
と
の
作

成
と
し
た
が
、
第
３
期
経
営
再
建
計
画
に
つ

い
て
は
計
画
期
間
を
４
カ
年
と
し
、
平
成
30

年
度
か
ら
は
２
社
が
計
画
期
間
を
揃
え
て
再

建
計
画
を
策
定
す
る
よ
う
に
な
る
と
い
う
。

「
鉄
道
設
備
の
整
備
に
つ
い
て
は
、
す
べ

て
の
補
助
対
象
項
目
の
支
出
に
つ
い
て
書
類

審
査
を
行
い
、
補
助
の
妥
当
性
を
判
断
、
か

つ
経
費
節
減
を
促
し
て
い
る
」
と
、
県
土
整

備
部
交
通
政
策
課
の
萩
原
則
夫
補
佐
は
語

る
。鉄

道
技
術
の
専
門
知
識
を
持
つ
職
員
が
ほ

と
ん
ど
い
な
い
た
め
、「
審
査
で
そ
の
妥
当

性
の
判
断
に
苦
心
す
る
こ
と
も
あ
り
、
鉄
道

事
業
者
と
の
よ
り
密
接
な
情
報
交
換
の
必
要

性
を
感
じ
て
い
る
」（
萩
原
補
佐
）
と
い
う
。

ま
た
、
経
営
主
体
を
分
離
し
な
い
群
馬
型

上
下
分
離
で
は
、「
事
故
や
災
害
な
ど
で
設

備
に
被
害
が
出
た
際
に
も
、
迅
速
な
対
応
が

取
り
や
す
い
」
が
、「
事
業
者
負
担
が
な
い

と
い
う
こ
と
で
、
設
備
に
お
け
る
事
業
者
サ

イ
ド
の
コ
ス
ト
削
減
意
識
が
働
き
に
く
く
、

補
助
額
を
上
限
額
で
捉
え
が
ち
な
傾
向
が
あ

る
」（
萩
原
補
佐
）
の
も
否
め
な
い
。

さ
ら
に
、
鉄
道
基
盤
設
備
維
持
費
補
助

は
、
鉄
道
事
業
経
常
損
失
額
を
上
限
に
補
助

金
額
が
算
出
さ
れ
る
仕
組
み
で
、
鉄
道
利
用

が
増
え
て
運
輸
収
入
が
増
え
る
と
、
補
助
金

が
計
上
さ
れ
な
い
ケ
ー
ス
が
発
生
す
る
。
実

際
に
、
富
岡
製
糸
場
の
世
界
遺
産
登
録
で
運

賃
収
入
が
大
幅
に
増
加
し
た
上
信
電
鉄
に

は
、
平
成
26
年
度
、
同
補
助
が
適
用
さ
れ
て

い
な
い
。
企
業
努
力
に
よ
っ
て
結
果
を
出
せ

た
と
き
に
補
助
金
が
出
な
い
の
で
は
、
事
業

者
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
に
つ
な
が
ら
な
い
と

い
う
見
方
も
あ
る
。

群
馬
型
上
下
分
離
導
入
後
の
公
的
支
援
総

額
は
平
成
28
年
度
ま
で
の
約
20
年
間
で
、
上

毛
電
鉄
に
対
し
て
63
・
８
億
円
、
上
信
電
鉄

に
対
し
て
43
・
４
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

「
鉄
道
に
対
す
る
公
的
支
援
は
、
安
全
で

安
定
的
な
鉄
道
運
行
を
維
持
す
る
の
が
目

的
。
し
か
し
、
20
年
が
経
過
し
て
、
ク
ル
マ

社
会
の
群
馬
で
は
、﹃
鉄
道
会
社
へ
の
支
援
﹄

と
捉
え
ら
れ
が
ち
な
と
こ
ろ
も
あ
る
。
県
民

の
皆
さ
ん
に
地
域
住
民
の
足
を
守
る
た
め
の

公
的
支
援
で
あ
る
こ
と
を
再
認
識
し
て
い
た

だ
く
必
要
が
あ
る
」
と
、
県
土
整
備
部
交
通

政
策
課
の
井
澤
悟
志
主
幹
は
語
る
。
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群馬県県土整備部交通政策課
企画調査係長

松田隆行
Takayuki MATSUDA

■群馬型上下分離の支援スキーム

「下」は道路と同じ社会資本とみなす
（※）ただし、「鉄道事業経常損失額－固定資産税相当額補助金」を上限とする
（＊）国庫補助：鉄道軌道安全輸送設備等整備事業（旧：近代化補助）

上 列車の運行経費

経
営
主
体
は
分
離
せ
ず

下

鉄道設備の整備費

鉄道基盤設備維持費（※）

固定資産税等相当額補助

鉄道基盤設備維持費補助

輸送対策事業費補助

事業者の経営努力

公
的
支
援

国庫補助対象（＊）

輸送の安全の向上を図るための設備整備

線路、電路及び車両維持に係る修繕費等
線路保存費／電路保存費／車両保存費

鉄道事業資産にかかわる税金
鉄道事業に係る固定資産税等相当

固定資産税／都市計画税

国庫補助対象外

1／3 1／3 1／3 0

ー 1／2 1／2 0

ー 3／5 2／5 0

ー ー 10／10 0

事業者市町村県国
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特集：「群馬型上下分離」―20年の軌跡と展望
［上信電鉄・上毛電気鉄道の経営努力と地域の支援］

鉄道の公共性から経営分離を考える

　「経営を分離する」考え方は、昭和 50年代から上信電鉄社内で
も進められていました。当時、上信電鉄が手掛けていた貸切バス
事業とハイヤー事業は、マイカー普及でいずれも利用者が減って
いました。しかも鉄道型の経営では専業の事業者にかなわない。
そこで分社化して（ハイヤー事業は昭和 50年・貸切バス事業は
昭和 52年）、独立採算性にはなるが、それぞれにふさわしい経営
方法で残す。それまでは他部署の収益に頼っていた部分もあった
ので、自分の城は自分で守る気概を持つようにしました。一方、
上信電鉄は重荷から解放されて、その他の事業に一層打ち込める
ようになりました。この考え方は「群馬型上下分離」にも活かさ
れています。
　社長を務めていた時期には、日本民営鉄道協会の会議などで
も、地方の各鉄道事業者から経営がかなり厳しいと報告されてい
ました。乗客の減少に伴って運行本数を減らせば、サービスの低
下につながり利用減が加速する。各事業者はそんなジレンマを抱
えていたんです。しかし、ヨーロッパの都市では日本と同じよう
にモータリゼーションが進んでいるにもかかわらず、鉄道が生
き残っている。モータリゼーションの進展をも吸収し立派に成り
立っている公共交通のあり方について、もっと学ぶべきではない
かと私は考えました。
　そこでヨーロッパの公共交通について書かれた本を取り寄せ、
研究してみると、日本の鉄道の問題点が見えてきました。ヨー
ロッパでは、鉄道は道路と同じく社会資本だと考えられ、車両や
線路、施設は公共の資産として公的に扱われ、鉄道事業者は運行
を専門に行っている。しかし、日本の民鉄は何から何まで事業者
が負担している。鉄道の公共性を考えると、誰の負担で運営する
のが正しいのか。
　当時は、日本の鉄道において「上下分離」という言葉はほとん
ど使われてはいませんでした。けれども、私はこの考え方は日本

の地方鉄道の将来にとって非常に効果的な方法だと思い、さまざ
まな機会にこの方式について語っておりました。

日本版の上下分離で再生する

　県内中小民鉄の上信電鉄と上毛電鉄は過去、いずれも国の赤字
補填を受けていましたが、これが打ち切りになることが決まった
時に、まず問題となったのが上毛電鉄でした。両端の駅が他の路
線と接続していないこともネックとなり、輸送人員が急激に減少
していました。私は上毛電鉄の社外取締役も務めていましたので、
群馬県の交通政策課の方々と話をした時に「どの部分のコスト削
減を図れば解決するという問題ではないし、仮にそれで一時的に
しのげたとしても持たない」と申し上げました。その上で、ヨー
ロッパの交通政策である上下分離方式について話をしたんです。
そして「上毛電鉄については、日本版の上下分離という形にした
らどうか。道路に相当する部分、線路や施設は既にあるのだから、
保守費用を公的支援する形で再生案ができるのではないか」とい
う私なりの考えをお話ししました。その後、上毛線再生等検討協
議会が設立され、私もメンバーとなり、上下分離の議論を進めて
いったのです。
　県や沿線市町村で結成されたこの委員会では、赤字になるのは
企業努力が足りないからではないかという意見が多く出ました。
同じようなルートのＪＲ両毛線は利益が出ているのに上毛電鉄だ
けがなぜ赤字になるのか。毎年春闘の時期には必ずストをして、
利用客に迷惑をかけているのに、そこに税金を投入するのかなど
忌憚のない意見もありました。
　これに対して私は上毛電鉄の路線の特徴やあまり高くはない賃
金水準や退職金の実態など一つ一つ説明しました。また、公助を
受けるにはさらなる自助が不可欠になる。労働組合に対しても、
「公共交通は最もストに慎重でなければならない。鉄道の人間が
真っ先にストライキをやって、援助をくださいでは通らない」と
理解を呼び掛けました。

自助・公助・共助が公共交通には必要

　そうして平成 10年よりいわゆる「群馬型上下分離」方式の公
的支援が上毛電鉄で実現したのです。
　一方の上信電鉄では、輸送人員の減少に対して積極策を打ち、
スピードアップを図るため新造車両の導入やレールの改良をはじ
めとする設備投資を行いました。しかし、路線と並行して上信越
自動車道が開通し、マイカーや高速バスなどに人が流れていきま
した。それで平成 11年から上信電鉄も「群馬型上下分離」方式
の公的支援を受けるようになったのです。
　これ以降、上信電鉄では社員の賃金のベースアップを抑えたり、
役職定年制度を設けたりと、イベントなどの利用促進策も含めて、
自助努力を怠っていません。
　上毛電鉄も上信電鉄も、自助と公助、そして共助として沿線地
域の方々がさまざまな活動を支援してくださって存続しています。
少子化・超高齢化で、上下分離方式をもってしても、何もしなけ
れば鉄道の利用者が減ってしまう。地方創生と言われる中で、地
方が元気でいるためには、地域の公共交通が成り立っていること
がますます重要だと思っています。

元上信電鉄代表取締役社長

秦 次雄
Tsuguo HATA

秦次雄元上信電鉄代表取締役社長は、早期の段階からヨー
ロッパの都市の交通政策について知識を持ち、「群馬型上下

分離」方式の公的支援の
あり方について構想を持っ
ていた。「上毛線再生等検
討協議会」の一員であり、
制度導入の立役者である
秦元社長に制度創設につい
て伺った。

「群馬型上下分離」方式
が誕生するまで



公
的
支
援
は
、
地
方
自
治
体
に
と
っ
て
社

会
基
盤
を
維
持
す
る
た
め
の
費
用
負
担
で
あ

る
が
、
鉄
道
事
業
者
の
収
支
が
改
善
さ
れ
な

い
限
り
、
財
政
負
担
は
継
続
す
る
。
ま
た
、

利
用
者
が
さ
ら
に
減
少
し
て
赤
字
幅
が
拡
大

し
た
場
合
、
現
行
制
度
で
は
鉄
道
を
支
え
き

れ
な
い
事
態
と
な
る
。

鉄
道
を
維
持
す
る
「
県
民
の
利
用
」
が
、

何
よ
り
も
求
め
ら
れ
て
い
る
。

ク
ル
マ
に
過
度
に
依
存
し
た
社
会

群
馬
県
は
圧
倒
的
な
ク
ル
マ
社
会
で
あ

る
。
人
口
１
０
０
人
当
た
り
の
自
動
車
保
有

台
数
は
68
・
39
台
と
、
全
国
平
均
（
47
・
62

台
）
を
大
き
く
超
え
全
国
１
位

と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
65
歳

以
上
の
運
転
免
許
保
有
率
で
も

62
・
７
％
と
1
位
と
な
っ
て
い

る
。群

馬
県
が
約
23
年
ぶ
り
に
実

施
し
た
パ
ー
ソ
ン
ト
リ
ッ
プ
調

査
（
平
成
27
・
28
年
）
で
は
、

県
民
の
約
78
％
が
代
表
交
通
手

段
に
ク
ル
マ
を
選
び
、
１
０
０

ｍ
未
満
の
移
動
で
も
４
人
に
１

人
は
ク
ル
マ
を
利
用
す
る
と
い

う
過
度
な
ク
ル
マ
依
存
の
現
状

が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
鉄
道
利

用
は
２
・
５
％
、
バ
ス
利
用
は

わ
ず
か
０
・
３
％
に
す
ぎ
な
い
。　

ま
た
鉄
道
利
用
に
お
い
て

は
、
買
い
物
や
通
院
な
ど
の
私

事
目
的
で
は
あ
ま
り
利
用
さ
れ

て
お
ら
ず
、
鉄
道
を
利
用
し
て
い
る
人
の
約

９
割
が
通
勤
・
通
学
者
で
あ
る
こ
と
が
分

か
っ
た
。

地
方
鉄
道
の
利
用
者
数
が
減
少
す
る
要
因

と
し
て
は
、
モ
ー
タ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
の
進
展

や
少
子
化
、
経
済
の
低
迷
な
ど
が
挙
げ
ら
れ

る
が
、
上
信
電
鉄
、
上
毛
電
鉄
の
場
合
は
、

こ
れ
ら
に
加
え
て
鉄
道
路
線
に
並
行
す
る
高

速
道
路
の
開
通
や
沿
線
の
高
等
学
校
の
移

転
・
統
合
が
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る

と
い
う
。
上
毛
電
鉄
沿
線
で
は
平
成
９
年
に

１
校
が
郊
外
移
転
、
平
成
19
年
に
１
校
が
統

合
に
よ
り
廃
校
と
な
り
、
輸
送
人
員
が
大
き

く
減
少
し
た
。

「
上
毛
電
鉄
は
、
沿
線
が
農
用
地
区
や
市

街
化
調
整
区
域
と
な
っ
て
お
り
、
文
教
施
設

や
工
場
な
ど
を
新
設
で
き
ず
、
通
勤
・
通
学

利
用
を
増
や
す
こ
と
は
難
し
い
。
上
信
電
鉄

も
通
学
利
用
が
多
く
を
占
め
て
い
る
。
将
来

的
に
は
、
人
口
減
少
で
、
す
べ
て
の
交
通
手

段
に
お
い
て
ト
リ
ッ
プ
数
の
減
少
が
見
込
ま

れ
て
い
る
が
、
特
に
少
子
化
の
進
展
に
よ
り

通
学
目
的
の
減
少
率
が
大
き
く
な
る
と
予
想

さ
れ
て
い
る
」
と
井
澤
主
幹
は
語
る
。

上
信
電
鉄
の
平
成
27
年
度
の
輸
送
人
員
は

約
２
２
９
万
人
、
上
毛
電
鉄
は
約
１
５
７
万

人
で
、
ピ
ー
ク
時
の
昭
和
40
年
と
比
較
す
る

と
上
信
電
鉄
は
マ
イ
ナ
ス
72
％
、
上
毛
電
鉄

は
マ
イ
ナ
ス
84
％
と
な
っ
て
い
る
。
平
成
13

年
度
以
降
は
、
協
議
会
な
ど
に
よ
る
利
用
促

進
の
支
援
効
果
が
出
て
、
減
少
傾
向
も
比
較

的
緩
や
か
に
な
っ
て
は
い
る
が
、
上
信
電
鉄

は
横
ば
い
、
上
毛
電
鉄
は
今
な
お
減
少
が
続

く
。　さ

ら
に
パ
ー
ソ
ン
ト
リ
ッ
プ
調
査
の
県
内

鉄
道
網
の
将
来
予
測
で
は
、
20
年
後
に
は

30
％
以
上
、
一
部
区
間
に
お
い
て
は
50
％
以

上
の
利
用
減
少
に
な
る
と
い
う
厳
し
い
予
測

結
果
が
出
た
。

地
方
鉄
道
に
対
す
る
公
的
支
援
の
嚆
矢
と

評
価
さ
れ
る
「
群
馬
型
上
下
分
離
」
方
式
で

地
域
の
鉄
道
を
維
持
・
存
続
し
て
き
た
群
馬

県
だ
が
、
ク
ル
マ
社
会
と
少
子
高
齢
化
と
い

う
二
つ
の
大
き
な
課
題
に
直
面
し
て
い
る
。　

　
　

多
様
な
交
通
手
段
を
維
持
す
る
計
画

群
馬
県
は
パ
ー
ソ
ン
ト
リ
ッ
プ
調
査
の
結

果
な
ど
を
踏
ま
え
、
県
民
の
移
動
手
段
を
ど

の
よ
う
に
確
保
す
る
か
、
国
や
市
町
村
、
有

識
者
ら
と
検
討
を
重
ね
、「
群
馬
県
総
合
交

通
計
画
（
仮
称
）」
の
作
成
を
進
め
て
い
る
。

構
造
的
に
人
口
減
少
、
超
高
齢
化
が
進

み
、
公
共
交
通
利
用
の
さ
ら
な
る
減
少
が
危

惧
さ
れ
る
中
で
、
県
民
の
生
活
の
足
を
将
来

に
向
か
っ
て
確
保
し
、
地
域
で
の
暮
ら
し
が

成
り
立
つ
よ
う
に
、
持
続
可
能
な
交
通
セ
ー

フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
の
構
築
を
目
指
す
。

「
鉄
道
だ
け
で
は
な
く
、
バ
ス
も
含
め
公

共
交
通
全
体
を
ど
う
守
る
か
が
喫
緊
の
課

題
。
こ
れ
ま
で
も
公
共
交
通
施
策
を
執
り

行
っ
て
き
た
中
で
の
現
状
で
あ
り
、
非
常
に

厳
し
い
が
、
そ
れ
で
も
鉄
道
へ
の
支
援
に
加

え
、
パ
ー
ク
ア
ン
ド
ラ
イ
ド
な
ど
、
ク
ル
マ

か
ら
公
共
交
通
へ
移
動
手
段
の
転
換
を
促
す

施
策
を
進
め
て
、
公
共
交
通
の
確
保
に
向
け

た
取
り
組
み
を
徹
底
し
て
い
き
た
い
」
と
県

土
整
備
部
交
通
政
策
課
の
松
田
隆
行
企
画
調

査
係
長
は
語
る
。

ま
た
、
過
度
な
ク
ル
マ
依
存
に
つ
い
て

は
、「
現
在
の
よ
う
に
利
便
性
ば
か
り
を
追

求
し
て
い
っ
て
将
来
的
に
公
共
交
通
が
な
い

群
馬
県
に
な
っ
て
も
い
い
の
か
と
い
う
議
論

が
必
要
に
な
る
。
こ
こ
ま
で
ク
ル
マ
が
県
民

の
生
活
に
浸
透
し
て
い
る
と
、
そ
う
し
た
と

こ
ろ
か
ら
始
め
な
い
と
真
の
変
化
は
望
め
な

い
」
と
強
く
語
り
、「
群
馬
の
公
共
交
通
を

ど
う
す
る
の
か
と
い
う
一
石
を
投
じ
る
よ
う

な
計
画
に
し
て
い
き
た
い
」
と
続
け
る
。

ク
ル
マ
社
会
で
は
あ
り
な
が
ら
、
将
来
を

見
据
え
て
多
様
な
交
通
手
段
を
維
持
し
よ
う

と
す
る
計
画
は
、
今
年
度
末
に
は
そ
の
方
向

性
が
示
さ
れ
る
予
定
だ
。
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上毛電鉄中央前橋駅の朝の改札口風景
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上信線　高崎－下仁田間
営業路線延長／33.7㎞　駅数／21駅　明治30年 9月 25日全通

昭和 49年度～	 	 	地方鉄道軌道整備法に基づき、欠損補助金の交付を受
ける。

昭和 50年 5月	 	 ハイヤー部門を分社化。
昭和 52年 8月	 	 貸切バス部門を分社化。
昭和 53年度	 	 黒字転換。54年度より欠損補助対象外となる。
昭和 55～ 56年度	 鉄道近代化事業を実施（総事業費 12億円）。
昭和	59 年	12 月	 千平－下仁田駅間で電車正面衝突事故が発生。
昭和	60 年	12 月	 ATS（自動列車停止装置）使用開始。
平成	 2 年	 4 月	 「東富岡駅」が開業。
平成	 5 年	 3 月	 上信線に並行して上信越自動車道が開通。
平成	 6 年	10 月	 貨物営業を廃止。
平成	 7 年	 6 月	 	沿線 7市町村（高崎市、富岡市、吉井町、妙義町、下

仁田町、南牧村、甘楽町）により「上信電鉄沿線市町
村連絡協議会」が発足（群馬県は参与）。

平成	 8 年	10 月	 ワンマン運転を開始。
平成	10 年	10 月	 	長雨による岩石崩落事故が発生。南蛇井－下仁田駅間

が約４ヵ月間不通（バス代行）となる。協議会は公的
支援で一致し、県による補助制度が適用される。

平成	11年	 4 月	 「群馬型上下分離」方式導入。
	 	 	 	『第 1期経営再建計画』（計画期間：平成11～ 20年

度）策定。
平成	13 年	 2 月	 CTC（列車集中制御装置）使用開始。
平成	13 年	 9 月	 	台風による大雨で鏑川橋梁が損壊し、上州福島－上州

富岡駅間が約２ヵ月間不通（バス代行）となる。
平成	14 年	 3 月	 「高崎商科大学前駅」開業。
平成	14 年	 7 月	 サイクルトレイン（自転車車内持ち込み）開始。
平成	17 年	 7 月	 高崎駅の改札口が JRと分離、連絡運輸が廃止。
平成	20 年	10 月	 	ラッピング電車「銀河鉄道 999号」が運転を開始。
平成	21年	 4 月	 	『第 2期経営再建計画』（計画期間：平成21～ 25年

度）策定。
平成	24 年	 3 月	 高崎駅西口出入口新設、使用開始。
平成	26 年	 3 月	 上州富岡駅新駅舎が開業。
平成	26年	 4 月	 	『第 3期経営再建計画』（計画期間：平成26～ 29年

度）策定。
平成	26 年	 4 月	 消費税引き上げに伴い、運賃改定。
平成	26 年	 6 月	 富岡製糸場と絹産業遺産群が世界遺産に登録。
平成	26 年	12 月	 「佐野のわたし駅」が開業。
平成	27 年	12 月	 上信電鉄創立 120周年。

上毛線　中央前橋－西桐生間
営業路線延長／25.4㎞　駅数／23駅　昭和3年 11月 10日全通

昭和 51年度～	 	 地方鉄道軌道整備法に基づき、欠損補助金の交付を受ける。
昭和 55年	 2 月	 	沿線 7市町村（前橋市、大胡町、宮城村、粕川村、新

里村、大間々町、桐生市）により「上電沿線市町村連
絡協議会（現・上電沿線市連絡協議会）」が発足。

平成				8 年	 7 月	 	群馬県、沿線 7市町村により「上毛線再生等検討協議
会（現・上毛線再生協議会）」が発足。

平成			9 年度	 	 国の欠損補助制度が打ち切りとなる。
平成	10 年	 1 月	 上毛線再生等協議会により上毛線再生の基本方針が決定。
平成	10年	 4 月	 「群馬型上下分離」方式導入。
	 	 	 	『第 1期経営再建計画』（計画期間：平成10～ 14年

度）策定。
平成	11 年	 6 月	 ワンマン運転を開始。翌年 9月には全列車に拡大。
平成	12 年	12 月	 中央前橋駅舎を新設。
平成	13 年	 6 月	 	施設名改称に伴い、循環器病センター駅を「心臓血管

センター駅」に改称。
平成	14 年	11 月	 赤城駅改築。
平成	15年	 4 月	 	『第 2期経営再建計画』（計画期間：平成15～ 19年度）策定。
平成	15 年	 4 月	 	サイクルトレイン開始（平日朝の通勤・通学時間を除く）。
	 	 	 	レンタサイクル（無料貸し出し自転車）を有人 4駅に設置。
平成	17 年	12 月	 	西桐生駅舎・同駅プラットホーム上屋が登録有形文化

財に登録。
平成	18 年	10 月	 赤城－天王宿間に「桐生球場前駅」開業。
平成	19 年	 7 月	 	大胡駅舎・大胡電車庫・大胡変電所・大胡変電所鉄塔

（4基）および荒砥川橋梁が登録有形文化財に登録。
平成	19 年	10 月	 渡良瀬川橋梁が登録有形文化財に登録。
平成	19 年	11 月	 北原・粕川・新里駅でパークアンドライドを実施。
平成	20 年	 3 月	 日割定期券発売開始。
平成	20年	 4 月	 	『第 3期経営再建計画』（計画期間：平成20～ 24年

度）策定。
平成	20 年	 4 月	 大胡・上泉駅でパークアンドライドを実施。
平成	21 年	 4 月	 粕川橋梁が登録有形文化財に登録。
平成	21 年	12 月	 江木駅でパークアンドライドを実施。
平成	22 年	 5 月	 サポート団体「上毛電鉄友の会」が発足。
平成	24 年	 7 月	 大胡駅前リニューアル。
平成	24 年	 9 月	 	上電＆東京スカイツリー周辺散策フリー切符の発売を開始。
平成	25 年	 1 月	 国内旅行業登録。
平成	25 年	 3 月	 運転免許証返納者割引切符の販売を開始。
平成	25年	 4 月	 	『第 4期経営再建計画』（計画期間：平成25～ 29年

度）策定。
平成	26 年	 4 月	 消費税率引き上げに伴い運賃改定。
平成	28 年	 5 月	 上毛電鉄創立 90周年。
平成	29 年	 4 月	 	東武鉄道のダイヤ改正と同時に上毛線のダイヤ改正を

実施。
平成	29 年	 5 月	 	上電沿線市連絡協議会（前橋市、桐生市、みどり市）

が平成 28年度に実施した「上毛線 LRT化可能性調
査結果」を発表。

■上毛電鉄公的支援の実績

国 8

第 1期（H10～14） 第 2期（H15～19） 第 3期（H20～24） 第 4期（H25～29）

県 12.4

市 8.4

計 28.7

1.5

5.7

5.8

13.0

1.4

5.4

5.3

12.1

1.6

5.5

5.4

12.5

（単位：億円）

※H29は計画額

■沿線市間の負担割合

前橋市 63.0

第 1期（H10～14） 第 2期（H15～19） 第 3期（H20～24） 第 4期（H25～29）

桐生市 28.7

みどり市 8.3

計 100.0

58.3

30.1

11.6

100.0

58.3

30.1

11.6

100.0

58.5

30.1

11.4

100.0

（単位：％）

（市間負担割合は合併後で計算）（市町村負担割合は合併後で計算）

■上信電鉄公的支援の実績

国 3.9

第 1期（H11～20） 第 2期（H21～25）

県 8.6

市 11.2

計 23.7

2.4

3.0

4.5

9.9

2.5

4.3

6.2

13.0

（単位：億円）

■沿線市町村の負担割合

富岡市 29.39

第 1期（H11～20） 第 2期（H21～25）
H26～27 H28～29

第 3期（H26～29）

高崎市 48.65

甘楽町 9.82

28.39

45.05

11.85

26.97

46.44

12.79

30.59

下仁田町 9.10 9.98 10.50 9.83

南牧村 3.04 4.73 3.30 3.29

計 100.0 100.0 100.0 100.0

46.14

10.15

（単位：％）

第 3期（H26～29）
※H29は計画額

上信電鉄株式会社 上毛電気鉄道株式会社

■再生のあゆみと公的支援


